別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: 新 地域中小企業等知的財産活用支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　モノづくり振興課　モノづくり担当　電話番号：058-272-1111（内3097）

　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：4,970千円（前年度予算額：0千円）　　※新規
	事業内容


	１　事業の内容


県内中小企業等の知的財産を活用した事業展開を支援するため、特許情報の提供を行うとともに特許流通の促進を行う。
○特許情報提供事業

県民に対し、特許電子図書館（IPDL）等による特許情報の提供を行う。
○特許流通支援事業

県内企業に対する特許取引・移転支援等についての指導、相談業務を行う。
■本事業を設立する経緯

○総論
平成8年に設置した岐阜県知的所有権センターは、特許情報をはじめとする知的所有権に関する情報を収集し、県民に提供するとともに、これを活用して地域の中小企業等の技術開発および事業化の支援を図るための中核機関である。当該センターには、国から派遣を受けた特許流通アドバイザーおよび特許情報活用支援アドバイザーを配置しており、特許の流通促進や特許情報の検索指導を実施している。
県では、知的所有権センターやアドバイザー派遣に係る経費を予算化しているところであるが、平成22年度をもって各アドバイザーの派遣が廃止となることから、事業を見直し予算を組みかえて本事業を設立する。本事業は、以下2つの事業からなる。

○特許情報提供事業

岐阜県知的所有権センターでは、平成8年の設置以来、県民に対して知的所有権に関する情報を提供しており、この情報提供については今後も継続する必要があると判断し、特許情報提供事業を設立する。具体的には、窓口担当を配置するとともに情報機器を設置し、県民からの知的所有権に関する情報提供の依頼に対応する。
また、平成11年からは国から特許情報活用支援アドバイザーの派遣を受けて特許電子図書館（IPDL）検索指導等も実施しているが、平成22年度をもって特許情報活用支援アドバイザーの派遣が廃止となる。本来であればそれに代わる人材を配置したいところではあるが、上記の窓口担当が発明協会等の専門家と連携することにより現状のサービス維持に努めることとする。
○特許流通支援事業

岐阜県知的所有権センターは、設立以来、国から特許流通アドバイザーの派遣を受けて特許情報の流通促進を図っており、特許保有企業・団体と事業化を希望する企業との橋渡しがなされている。しかし、平成22年度をもって特許流通アドバイザーの派遣が廃止となることから、現在継続中の特許流通案件をフォローするとともに今後も特許流促進を継続する必要があると判断し、特許流通支援事業を設立する。具体的には、自治体特許流通コーディネーターを配置し、現在継続中の案件も含め特許流通に係る指導や相談に対応する。なお、自治体特許流通コーディネーターは、特許流通アドバイザーの指導のもと、特許流通業務を修得した者である。
	２　所要経費


委託費　4,970千円
（内訳）

・特許情報提供事業　3,109千円

・特許流通支援事業　1,861千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・生産性や付加価値の向上を支援する。
	２　これまでの取組状況


■平成21年度実績概要
○知的所有権センター

・利用者数　　　270人（閲覧者119人、相談者151人（来室91、電話55、文書5））
○特許流通アドバイザー
・訪問企業数　　345件（新規86件、リピート259件）

・来訪対応　　　 86件（新規20件、リピート 66件）

・マッチング　　 10回

・成約件数　　　 16件

・その他、自治体特許流通コーディネーターに係る育成業務
○特許情報活用支援アドバイザー
・来訪指導件数　273件

・訪問指導件数　152件

・講演活動　　　 20件（ 424人）

・普及啓発　　　176件（1540人）
	３　これまでの取組に対する評価


特許情報の情報提供および流通促進については、10年以上にわたり実施され、県内企業等の利活用は進んでいるが、頻繁に利用する企業とそうでない企業に二分されると思われる。今後は知的財産に係る関連機関と連携し、県内企業への啓蒙普及を進め、利用を促していく必要がある。
また、国の知的財産に係る事業の見直しが進められていることから、その状況を把握し、必要に応じて本事業のあり方を修正していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,970
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,970

	決定額
	4,970
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,970


